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研究成果の概要（和文）：　日本の年間自殺死亡数は1998年に32,863人と急増し、以降その動向を継続した。本
研究では自殺既遂・未遂の両側面から調査し、危険因子を考慮した視点からも検討を行った上で、アルコール等
に関する自殺への関与も含め総合的に考察し、更なる今後にむけた自殺予防・対策を示唆した。その結果、「全
年齢層の健康問題、20歳未満の学校問題、40-49歳・50-59歳男性の経済・生活問題に殊に焦点をあてた対策が大
切」、「アルコール・薬物、自殺手段や未遂に関して有効な対応が必要」な現状であった。自殺対策に関連する
様々な分野の連携した予防や活動、各分野でも部署や課、地域単位での対策を実施していくことが重要となる。

研究成果の概要（英文）：　The annual number of suicide death in Japan increased rapidly to 32,863 in
 1998, and the level was constant since then.  This study was carried out research from the both 
sides of completed suicide and attempted suicide, and it also thought research from the viewpoint of
 the risk factor.  In addition, we discussed total contents including alcohol for suicide, and we 
suggested further prevention measures of suicide.  In the results,‘prevention measures of suicide 
that focused on health problems in all age group, problems of schools in less than age 20, economic 
and life problems in age 40-49 and 50-59 among men were particularly important’, and‘effective 
correspondence about suicide prevention including alcohol, drug, methods, and attempt were 
necessary’.  It is important to carry out suicide prevention and activities that cooperated of 
various fields, and measures in part and division of each field and local unit.
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１．研究開始当初の背景 

本研究代表者はこれまでに 1998 年の自殺
急増やその後しばらくの継続推移に関する
背景として、年齢層別の側面からは中高年男
性の経済的理由、若年男女と中高年女性にお
ける精神疾患、高齢者男女では身体疾患によ
る病苦であること、自殺未遂歴は重大な自殺
の危険因子であることを示唆した。さらに自
殺の原因背景を中心とした検討や関連する
要因ついての考察をし、継続の自殺に関する
検討や有効な対策を目指した示唆の必要性
を述べた。ゆえに、根拠ある具体的かつ有効
な対策の立案にむけた検討が急務であった。 
 

２．研究の目的 

本研究における最大の特色は、自殺既遂の
みならず、未遂に関する調査を行うことによ
り、既遂・未遂の両側面からの実態を検討す
ることである。さらに、自殺の危険因子を考
慮した観点からも検討するとともに、自殺に
おけるアルコール等の関与について分析す
るという多側面を総合してまとめる研究目
的であった。 

 

３．研究の方法 

(1)「自殺既遂に関する調査」：動機や手段
について首都東京都に関する既遂の数値化
されたデータに関してまとめた。 
○性・年齢階級における自殺動機の解析に関
して 2007 年から 2013 年の警視庁報告より東
京都の性・年齢階級で自殺動機を調査した。 

○自殺手段の解析は東京都監察医務院事業
概要より 2011 年と 2012 年の解剖件数項から
自殺手段の調査を行った。 

(2)「自殺既遂者のアルコール等に関する
検討」： 
○厚生労働省報告の人口動態調査よりわが
国の 1974 年から 2012 年までの自殺死亡率と
国税庁報告から先述年におけるアルコール
販売数量計(アルコール消費量)に関して統
計学的検討を行った。 
○自殺既遂における「アルコール依存症」と
「薬物乱用」について警察庁報告から 2014
年の自殺動機「健康問題」項に焦点をあてた。 

(3)「自殺未遂に関する分析」：日本都市年
鑑出典より「都道府県別救急業務の状況」に
おけるわが国の自損について 1995 年から
1997 年、2000 年から 2002 年、2005 年から
2007 年、2010 年から 2011 年の (救急)出場
件数とその構成比を調査した。 

(4)「海外調査より自殺対策・防止に関す
る近況把握」：  
○ケベック大学(カナダ)を訪問してアルコ
ール・若年に対する自殺対策を含む効果的な
自殺対策プログラムや考慮に関し、同大学の
自殺対策・防止を専門としている研究者らと
検討・示唆を賜れる機会をもった。 
○28th WORLD CONGRESS OF THE INTERNATIONAL 
ASSOCIATION FOR SUICIDE PREVENTION(カナ 
ダにて開催)・ XI and Ⅻ International 

scientific-practical conference (カザフ
スタンにて開催)に参加の折、「アルコール・
薬物・若年」をキーワードに複数項目に対す
る関連からの自殺対策の重要性・必要性、具
体的なその防止対策のアプローチ等をディ
スカッションした。 
(5)「わが国の複数地域における自殺の動

向と現状までの対策の調査」：  

○9 都道府県において各地域行政機関(都道
府県庁、市役所、保健所)の協力を得、現状
までの自殺対策施行内容を把握した。 
○同 9都道府県における各統計書もしくは統
計年鑑等から自殺動向について調査した。 
(6)「科学的根拠に基づき自殺対策を完成

させる」：(1)から(5) (詳細には(1)から(4)
の結果に基づき具体的な自殺対策を立案し
て(5)記載のように地域での対策等も把握し、
地域としての実情も理解を行った上で、それ
に応じた大筋となる具体的な自殺対策指針
を示唆する)を実行の上で本項目の検討を実
施した。 
 
４．研究成果 
(1) 「自殺既遂に関する調査」 

○性・年齢階級における自殺動機の解析に関
して以下に示した。 

 東京都における調査総年間での自殺動機
に関しては男性において 20 歳未満で家庭問
題が 11.4%、健康問題が 19.0%、学校問題が
18.7%等、20-29 歳で健康問題が 21.1%、勤務
問題が10.6%等、30-39歳で健康問題が27.8%、
経済・生活問題が 12.9%、勤務問題が 10.5 %
等、40-49 歳で健康問題が 26.2%、経済・生
活問題が 18.4%、勤務問題が 10.5 %等、50-59
歳で健康問題が 26.5%、経済・生活問題が
24.1%等、60 歳以上で健康問題が 36.4%、経
済・生活問題が 15.4%等という推移であった。
女性では20歳未満において家庭問題が12.9%、
健康問題が 19.9%、男女問題が 10.4%、学校
問題が 16.4%等、20-29 歳において健康問題
が 42.8%、男女問題が 11.1%等、30-39 歳にお
いて家庭問題が 11.3%、健康問題が 45.3%等、
40-49 歳において家庭問題が 12.1%、健康問
題が 46.4%等、50-59 歳において家庭問題が
10.4%、健康問題が 46.7%等、60 歳以上にお
いて健康問題が 53.5%等という結果になった。 
○自殺手段の解析に関して以下に示した。 
解剖件数項 2011 年から 2012 年を解析した

自殺手段結果では全体として「溺死」(35.8%)
が最も多く、「催眠剤・向精神薬等」(31.7%)、
「縊死」(10.0%)と続いていた。男性でも「溺
死」(39.7%)が最多、続いて「催眠剤・向精
神薬等」(19.0%)、「縊死」(12.7%)、女性に
おいては「催眠剤・向精神薬等」(45.6%)、「溺
死」(31.6%)、「縊死」(7.0%)であった。 
 
(2)「自殺既遂者のアルコール等に関する

検討」 
○自殺死亡率とアルコール販売数量計(アル
コール消費量)との検討に関し、調査年にお



いて自殺死亡率総数は人口100,000対で16.1
から 25.5、アルコール販売数量計(アルコー
ル消費量)は 5,853,296 から 9,657,200Kl を
推移していた。本 2 項目を相関、単回帰分析
による統計学的検討を行ったところ r=0.374, 
R2=0.117, p=0.019,  y=9.58E-07x+12.409 と
いう結果であった。 
○自殺既遂における「アルコール依存症」と
「薬物乱用」に関して以下に示した。 
 健康問題 8項目における自殺既遂にて総数
では「アルコール依存症」・「薬物乱用」は 19
歳以下で 8 位・7 位、20-29 歳で 8 位・6 位、
30-39 歳で 5 位・8 位、40-49 歳で 5位・7位、
50-59 歳で 5 位・8 位、60-69 歳で 7位・8位、
70-79 歳で 7 位・8 位、80 歳以上で 7 位・8
位という結果になった。 

(3)「自殺未遂に関する分析」 
わが国の自損(救急)出場件数とその構成

比は 1995 年から 1997 年において 30,714 か
ら 37,940 件そして 0.9 から 1.1%、2000 年か
ら 2002 年において 54,020 から 59,238 件そ
して 1.2 から 1.3%、2005 年から 2007 年にお
いて 68,242 から 71,866 件そして 1.3 から
1.4%、2010 年から 2011 年において 72,144 か
ら73,570件そして両年とも1.3%を示唆した。 

(4)「海外調査より自殺対策・防止に関す
る近況把握」 
○カナダのケベック大学を訪問し、まず、自
殺予防においては地域の視点とメンタルヘ
ルス的観点が重要であることを示していた
だいた。その考慮の 1つの大きな部分がアル
コールに対する自殺対策であり、心身に関わ
る医療の分野、医療職者、関連機関等が地域
の単位で連携して対策している状況やその
必要性を教示くださった。若年に対する対策
としては精神科的側面をはじめとする心身
の事項や学校に関すること、仕事のことがポ
イントになる旨も示唆いただいた。 
○カナダでの 28th WORLD CONGRESS OF THE 
INTERNATIONAL ASSOCIATION FOR SUICIDE 
PREVENTION やカザフスタンで開催の XI and 
Ⅻ International scientific-practical 
conference に参加の折、アルコールに対する
自殺予防の必要性としてうつ病・うつ状態等
との連動した対策の必要性、大量服薬手段に
関する精神科・救急科・身体科等の協同した
予防アプローチの重要性、若年に関する薬物
手段の自殺予防をはじめ、中高年・高齢者の
自殺対策も継続して実施することがまだ大
切な状況であろうというディスカッション
であった。 

(5)「わが国の複数地域における自殺の動
向と現状までの対策の調査」： 
○9 都道府県における現状までの自殺対策を
述べる。北海道室蘭市においては、1)普及・
啓発を中心とした活動、2)うつ病・自殺予防
研修会活動、3)自殺予防ゲートキーパー研修
会活動、4)自殺未遂者支援体制整備、5)母親
のメンタルヘルスに対する活動、6)保健師に
よる高齢者対象の自殺対策研修会を実行し

ていた。東京都では、1)自殺対策庁内連絡会
議、2)自殺総合対策東京会議を設置し、多職
種でメンバーを構成して実施、3)自殺総合対
策の基本的な取り組み方針を 2009 年 3 月に
策定、2013 年 11 月改正、4)一次・二次・三
次予防の全予防視点から対策を実施してい
た。神奈川県においては、1)実態分析、2)普
及啓発、3)人材養成、4)心の健康づくりとし
て職場、地域、学校の相談体制整備、5)うつ
病対策、6)ハイリスク者対策、7)社会的な取
り組み、8)自殺未遂者対策、9)遺族支援、10)
連携体制整備していた。愛知県東海市では、
1)普及啓発、2)人材育成、3)対面相談、岐阜
県では、1)普及啓発、2)相談活動、3)多重債
務相談対応、4)GP 会議(総合医―精神科医)、 
5)自殺未遂者対策、6)アルコール事業、三重
県では、1)若年層、2)中高年層、3)高齢者層、
4)全ての世代の視点、5)地域自殺・うつ対策
ネットワークの構築、6)関係機関・民間団体
との連携、7)自殺対策を行う人材の育成、8)
その他(自殺予防週間に合わせてメールマガ
ジンに記事記載等)という視点からの対策で
あった。福井県では、1)精神科と内科(身体
科)の連携相談・会議の実施、2)複数項目に
対応できる相談会、3)多重債務対策、4)県協
議会を継続実施、5)生活保護に関する事項、
6)自殺未遂に対する検討、7)相談体制の構築
と調査時近年より相談体制の輪番化を実施、
8)ストレスチェックを早期より実施、9)心理
士による高校生へのセミナー活動、10)うつ
に関して身体科から精神科への相談と簡易
紹介状システムの構築を実施した。鳥取県で
は、1)自死予防県民運動の推進、2)自死の実
態把握、3)普及啓発、4)特色ある自死予防対
策の推進、5)相談窓口の整備、6)精神医療体
制の充実、7)うつ病対策の充実、8)学校・職
場・家庭や地域・多重債務対策という側面か
らの対策、9)自死未遂者再発防止支援、10)
自死遺族へのケアを行っていた。島根県では、
国も示唆した事項に基づき大枠 9項目から成
る事項を柱に、県として近況からより強化し
て取り組むべき課題を示唆した 
○同 9都道府県自殺動向について調査結果を
以下に示した。 
 1995 年からの 18 年間で北海道の自殺死亡
総数は 953 から 1,546 人、東京都のそれは
1,704 から 2,919 人、神奈川県では 1,193 か
ら 1,908 人を示した。川崎市の 2009 年から 5
年間における自殺死亡総数は 265 から 317 人
であった。愛知県の 1995 年から 19 年間にお
ける自殺死亡総数は 1,014 から 1,566 人、岐
阜県の 1995 年から 16年間のそれは 339 から
546 人、三重県では 1995 年から 18 年間で男
性の自殺死亡数が 166 から 334 人、女性が 91
から 160 人を推移した。福井県では 1995 年
から 18 年間の自殺死亡総数が 137 から 246
人、鳥取県では 1995 年から 17 年間でそれが
121 から 183 人、島根県では 1995 年から 17
年間で 184 から 244 人の推移を示唆した。 
(6)「科学的根拠に基づき自殺対策を完成



させる」 
 (1)から(4)の調査結果と(5)地域での自殺
対策等の現状も理解した上で、 
・年齢層別に考慮すると、男性・女性とも全
ての年齢層で健康問題を動機とした自殺が
多く、20歳未満では学校問題、40-49 歳・50-59
歳の男性では経済・生活問題を殊に焦点をあ
てた上で広い視点からの継続的な対策が大
切である。 
・アルコール・薬物という側面も一層の対策
や具体的予防検討は必要であるとともにア
ルコール販売数量計(アルコール消費量)は
自殺増加の兆候(危険兆候)となるやもしれ
ないものと考える。 
・自殺手段においての検討も更なる長期調査
と地域別を総合した検討結果が必要である
という前提の上で、全手段への対応考慮とと
もに多い手段への対策示唆が重要である。 
・自殺未遂でも様々な側面から有効で予防的
な対応アプローチが今後も必要である。 
・自殺対策に関連する多々の分野の連携した
予防・対応のアプローチという観点とともに
各分野でも詳細にある部署・課等のレベルで
の協同した検討・活動の必要性がある。また、
地域単位での自殺対策実践をより充実させ
てその地域に必要な対策を詳細に立案し実
施していくことが重要となる。 
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